
令和７年度 ふじのくにＮＰＯ活動支援センター運営業務委託

仕様書（案）

本書は、静岡県が「令和７年度ふじのくにＮＰＯ活動支援センター運営業務（以下「本業務」と

いう。）」の受託者を公募するに当たり、受託者に求める業務の内容を示すものである。

企画提案競技後、静岡県は、受託候補者と本書及び企画提案書に基づき業務内容を協議し、仕様

書を決定した上で委託契約を締結する。

第１ 業務の目的

ふじのくにＮＰＯ活動支援センターの運営を通じ、ＮＰＯに関する相談対応、ＮＰＯに関わる

人材の育成、市町の市民活動センター未設置地域におけるＮＰＯ活動の支援、ＮＰＯ活動に関す

る情報の収集・発信等を行うことにより、ＮＰＯ活動を活性化する。

第２ 業務の実施にあたっての基本的な考え方

１ 各業務の成果目標を設定し、計画的に実施すること。

２ 市町の枠にとらわれず、対象地域全体の地域特性･課題を踏まえ、横断的に実施すること。

３ 市町の市民活動支援機関（以下、「市民活動センター」という｡）等関係各者と連携・協力し

て実施すること。

第３ 業務の実施期間

１ 県単独事業に係る業務

令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

２ 国庫補助事業に係る業務

令和７年６月頃から令和８年３月31日まで

ただし、静岡県が国に申請する新しい地方経済・生活環境創生交付金の決定内容によっては

委託しない場合がある。

第４ 業務の実施拠点

場所 静岡市駿河区南町14-1 水の森ビル２階

面積
176.84㎡（別図１に示すとおり）

※レイアウト見直し等により変更する場合がある。

設備

等

・相談対応スペース

・情報コーナー（ＮＰＯに関する資料・文献の閲覧等）

・受託者事務スペース

備考

東部駐在所の受託者事務スペースは、以下のとおり。

住所：沼津市大手町１丁目1－3 沼津産業ビル２階（静岡県東部県民生活センター内）

面積：4.5㎡（別図２に示すとおり）※レイアウト見直し等により変更する場合がある。

※東部駐在所の対外的な呼称は「ふじのくに東部ＮＰＯ活動支援センター」とする。



第５ 業務の内容

１ 県単独事業に係る業務

（１）ＮＰＯや中間支援組織と県との間のコーディネート

ふじのくにＮＰＯ活動支援センター運営業務において行う相談対応、中間支援業務従事者と

の情報交換、県内ＮＰＯの課題に関する調査等を通じて、ＮＰＯや中間支援組織のニーズを把

握し、これを県と共有するとともに、必要と考えられる方策を県とともに検討する。

（２）相談対応

ふじのくにＮＰＯ活動支援センターの窓口、電話、メール、オンライン会議システム等によ

るほか、出張相談会の開催等により、ＮＰＯ等の相談対応を行う。

ＩＣＴを利活用しようとするＮＰＯが求める専門家の意見やアドバイス等のニーズに対応す

るため、県デジタル戦略課の「ＩＣＴエキスパート派遣事業」による専門家の派遣を活用した

ＮＰＯへの相談機会の提供及びそのための調整等を行う。

伊豆地域のＮＰＯなど市民活動関係者で構成する「伊豆地域市民活動ネットワーク」につい

て、構成員同士の主体的な交流、連携、協働等に関する支援を行う。

※ 東部駐在所における対応日は週１日以上とし、対応時間は午前10時から午後５時までとする。

ただし、東部駐在所の職員が不在のときは、拠点への電話転送など必要な措置を講ずること。

（３）ＮＰＯ法に基づく認定又は特例認定の取得を目指すＮＰＯ法人の支援

ＮＰＯ法に基づく認定又は特例認定の取得を目指すＮＰＯ法人に対し、要件達成に向けた課

題の解決や申請書類の作成等に係るコンサルティングを行う。

（４）相談事例の集約及び相談事例集の作成

対応したＮＰＯ、社会貢献活動等に係る相談事例を集約・整理し、県から提供を受けた相談

事例集データに追加・更新して、市町及び市町の市民活動センターに提供する。

（５）ＮＰＯ向け講座等の開催

ＮＰＯの人材不足や資金不足に対応するための講座など、ＮＰＯの運営や活動に資する講座

等をニーズを踏まえて開催する。

講座等の開催に当たっては、参加者が参加しやすいように配慮し、オンライン又はハイブリ

ッド形式により、市町の市民活動センター等と連携して開催する。

活動指標：ＮＰＯを対象とした講座の実施回数 ４回

※本項目の活動指標は、本仕様書における他の項目の活動指標とは重複してカウントできな

いものとする。

（６）中間支援人材の育成

市町の市民活動センターのスタッフなどの中間支援業務従事者等を対象に、中間支援力の向

上に資するテーマをニーズ等をふまえて設定し、中間支援スタッフ集合研修を実施する。

また、中間支援業務従事者同士の交流の促進、連携の機会の創出等を目的として、交流会等

を実施する。

対応日 月曜日～金曜日（土曜日、日曜日、祝日、12 月 28 日から１月３日を除く。）

対応時間 午前 10 時～午後７時



活動指標：市民活動センター等を対象とした研修や交流事業の実施回数 ４回

※本項目の活動指標は、本仕様書における他の項目の活動指標とは重複してカウントできな

いものとする。

（７）ＮＰＯと企業等とのマッチング支援

企業内人材等のＮＰＯへの参画支援を図り、県民の活躍の機会の創出と企業の社会貢献ニー

ズの補完、ＮＰＯ活動の活性化に向けた取組を行う。

ＮＰＯと企業等との交流会を実施して出会いの場づくりを行う。その後、連携希望のＮＰＯ

と企業等のマッチングを支援し、連携・協働が進むように伴走支援する。

事業の実施に当たっては、必要に応じて、地域の中間支援業務従事者等の協力を得ながら取

り組む。

活動指標：ＮＰＯと企業等との交流会の実施回数 １回

※本項目の活動指標は、本仕様書における他の項目の活動指標とは重複してカウントできな

いものとする。

（８）自治会等の地域コミュニティとＮＰＯとの連携・協働事業の支援

多様な人材が地域の活動に参画し、自治会等の地域コミュニティとＮＰＯが支え合う地域の

仕組みづくりを支援することにより、多様化する社会課題に対応し、誰もが暮らしやすい地域

づくりを目指す。

自治会等の地域コミュニティ向けにＮＰＯが提案できる講座・イベント・企画等について、

地域や分野のバランスを考慮の上、市町の市民活動センター等の協力を得ながら情報収集する。

この情報を集約し、県の事前確認の上で、県ホームページ「ふじのくにＮＰＯ」に掲載する。

前記の講座・イベント・企画等の情報を活用しながら、自治会等の地域コミュニティとＮＰ

Ｏとの連携・協働パイロット事業の実施を支援する。県内でＮＰＯとの連携・協働を希望する

自治会等を募集し、連携・協働希望分野に応じたＮＰＯとのマッチングを行い、アドバイザー

派遣を含めた事業の伴走支援を行う。

併せて、連携・協働パイロット事業に取り組むＮＰＯを対象に県が公募する委託業務の周知

や委託業務への応募を希望するＮＰＯに対する支援を行う。

地域コミュニティとＮＰＯの連携・協働事業の横展開を目的として、連携・協働パイロット

事業の成果報告・交流会を実施する。

事業の実施に当たっては、必要に応じて、市町の自治会担当課及び地域の中間支援業務従事

者等の協力を得ながら取り組む。

活動指標：地域コミュニティ向けにＮＰＯが提案できる講座等の情報発信 60件かつＮＰＯ

と自治会等の連携・協働パイロット事業の支援 ３件

※本項目において実施した交流会等は、本仕様書における他の項目の活動指標とは重複して

カウントできないものとする。

（９）ＮＰＯ、社会貢献活動等に関する情報発信

県内外のＮＰＯ、社会貢献活動等に関する情報を収集・整理し、県ホームページ「ふじのく

にＮＰＯ」、ＳＮＳ等を活用して情報発信を行う。

【実施内容】

ＮＰＯに関心のある県民や県内ＮＰＯ関係者等が、無料又は低廉な料金で参加できるイベ

ント・研修等について、市民活動センター等から情報収集した上で、県ホームページ「ふじ



のくにＮＰＯ」のお知らせコーナーに掲載する（月１回以上）。

県内ＮＰＯが活用できる助成金・公募の情報を収集し、県ホームページ「ふじのくにＮＰ

Ｏ」の助成金・公募情報データベースを更新する（月１回以上）。

その他、県内ＮＰＯ関係者等にとって参考になる情報を、県ホームページ「ふじのくにＮ

ＰＯ」、ＳＮＳ等により発信する。

（10）その他の業務

ア 連絡調整業務

委託業務が効率的、効果的に実施されるよう、会議等の開催により県との連絡、調整等を

行う。

イ ふじのくにＮＰＯ活動支援センターの管理業務

(ｱ) 整理整頓、巡回、鍵開錠、戸締り等

その管理する範囲で受託者以外が清掃する範囲を除く箇所について、館内利用規定に則

り、床面清掃、除塵、汚損部分の除去、ゴミ出し等を行うものとする。

(ｲ) 目的外使用の制限

ふじのくにＮＰＯ活動支援センターが目的外に使用されることのないよう管理に努める

こと。

(ｳ) 公平な利用の確保

利用者の公平性の確保に努めること。また、利用者の要件は県と別途協議すること。

(ｴ) 備品の管理

センター内に備え付けてある物品を破損・汚損しないよう適切に管理を行うものとする。

また、その物品を受託者以外に貸し出すことは、原則として認めないものとする。

(ｵ) その他センターの管理に必要な業務

① 県、建物入居団体、建物賃貸主及び中部・東部県民生活センター等関係者との連絡調整

② 設置目的に反しない範囲内での対価を得ることによる役務の提供等。ただし、この業務

を行う必要があるときは、あらかじめ書面により県の承認を受けるものとする。

ウ 「ふじのくにＮＰＯ」ホームページの管理業務

(ｱ) 情報セキュリティポリシーの遵守

「ふじのくにＮＰＯ」ホームページについては、県が別に定める情報セキュリティポリ

シーに従って管理するものとする。

エ その他、委託業務の目的の達成のために必要な業務

２ 国庫補助事業に係る業務

静岡県が国に申請する新しい地方経済・生活環境創生交付金の決定内容によっては、業務内容

を変更する場合や委託しない場合がある。

国庫補助事業に係る業務については、全体を通して、静岡県が国に前記交付金を申請するテー

マ「若者・子育て世代の移住定住促進」に資するものとする。

（１）若者・移住者のＮＰＯ参画支援

若者・移住者を対象に、社会貢献活動の機会を提供するとともに、その活動継続を支援する。

特にＮＰＯに参画する女性の定着促進に向けた支援を行う。

若者等が主体的にプロジェクトを企画、実践できる講座等を実施する。また、プロジェクト

の経験者等がアドバイザーとなって、新たにプロジェクトに取り組む若者等をサポートする仕



組みづくりを行う。併せて、ＮＰＯ向けに若者等の受入ノウハウを学ぶ機会の提供など、受入

プランを立案するためのノウハウを共有した上で、若者等とマッチングを行い、円滑な受入れ

に向けて伴走支援する。

成果指標：本仕様書第５の２（１）若者・移住者のＮＰＯ参画支援と（２）ＮＰＯにおける

女性リーダー等の活躍支援を合わせて、若者等の主体的プロジェクトの支援数と

若者等とＮＰＯとのマッチングの支援数の合計 20件

※本項目において実施した講座等は、本仕様書のおける他の項目の活動指標とは重複してカ

ウントできないものとする。

（２）ＮＰＯにおける女性リーダー等の活躍支援

これからリーダー的な立場でＮＰＯ活動を始めようとする女性や、ＮＰＯを立ち上げたばか

りの女性リーダー等を主な対象とする。

ＮＰＯにおける女性リーダー等の活躍支援に資する講座等を実施する。例えば、ＮＰＯ代表

経験女性等を講師として、仲間づくり、事業計画策定、資金調達、失敗例等をテーマに、運営

ケース・スタディ講座を実施する。講座等の開催に当たっては、例えば地域別の開催や対面に

よる開催など、参加者同士の情報共有の促進や連携の機会創出につながるように工夫する。

講座等の受講者による主体的なプロジェクトの企画、実践を支援するなど、女性リーダー等

の主体的なプロジェクトを伴走支援する。

活動指標：講座等の実施 ６回

※本項目において実施した講座等は、本仕様書における他の項目の活動指標とは重複してカ

ウントできないものとする。

（３）ＮＰＯの広域ネットワーク化支援

ＮＰＯの広域ネットワーク化に向けて、テーマ別に交流会等、参加者同士の交流を促進する

取組を実施する。このテーマは、若者・子育て世代の移住定住に資するものとする。取組に当

たっては、１テーマにつき複数回の交流会等を実施することとし、例えば地域別の開催や対面

による開催など、情報共有の促進や連携の機会創出につながるように工夫する。また、テーマ

ごとに中核となるＮＰＯを中心とした主体的・継続的なネットワークが定着するように支援す

る。

活動指標：広域ネットワークのテーマ ３テーマ（令和５年度からの継続テーマ含む）

※本項目において実施した交流会等は、本仕様書における他の項目の活動指標とは重複して

カウントできないものとする。

（４）ＮＰＯに関わる女性リーダー等の広域ネットワーク化支援

ＮＰＯに関わる女性リーダー等の交流会等を開催し、主体的・継続的なネットワークが定着

するように支援する。この広域ネットワークを中心に、これからリーダー的な立場でＮＰＯ活

動を始めようとする女性やＮＰＯを立ち上げたばかりの女性リーダー等について、例えば、Ｎ

ＰＯ代表経験女性等がアドバイザーとなって伴走支援するなど、女性リーダー等をサポートす

る仕組みづくりを行う。

活動指標：交流会等の開催 １回

※本項目の活動指標は、本仕様書における他の項目の活動指標とは重複してカウントできな

いものとする。



（５）ＮＰＯ向け講座等の開催

ＮＰＯの人材不足や資金不足に対応するための講座など、ＮＰＯの運営や活動に資する講座

等をニーズを踏まえて開催する。

講座等の開催に当たっては、参加者が参加しやすいように配慮し、オンライン又はハイブリ

ッド形式により、市町の市民活動センター等と連携して開催する。

講座等は、静岡県が国に申請する新しい地方経済・生活環境創生交付金のテーマ「若者・子

育て世代の移住定住促進」に資するものとする。

活動指標：ＮＰＯを対象とした講座の実施回数 ６回

※本項目の活動指標は、本仕様書における他の項目の活動指標とは重複してカウントできな

いものとする。

（６）中間支援人材の育成

市町の市民活動センターのスタッフなどの中間支援業務従事者等を対象に、中間支援力の向

上に資するテーマをニーズ等をふまえて設定し、中間支援スタッフ集合研修を実施する。

また、中間支援業務従事者同士の交流の促進、連携の機会の創出等を目的として、交流会等

を実施する。

研修及び交流会等は、静岡県が国に申請する新しい地方経済・生活環境創生交付金のテーマ

「若者・子育て世代の移住定住促進」に資するものとする。

活動指標：市民活動センター等を対象とした研修や交流事業の実施回数 ６回

※本項目の活動指標は、本仕様書における他の項目の活動指標とは重複してカウントできな

いものとする。

（７）ＮＰＯと企業等とのマッチング支援

企業内人材等のＮＰＯへの参画支援を図り、県民の活躍の機会の創出と企業の社会貢献ニー

ズの補完、ＮＰＯ活動の活性化に向けた取組を行う。

ＮＰＯと企業等との交流会を実施して出会いの場づくりを行う。その後、連携希望のＮＰＯと

企業等のマッチングを支援し、連携・協働が進むように伴走支援する。

事業の実施に当たっては、必要に応じて、地域の中間支援業務従事者等の協力を得ながら取

り組む。

本取組は、静岡県が国に申請する新しい地方経済・生活環境創生交付金のテーマ「若者・子

育て世代の移住定住促進」に資するものとする。

活動指標：ＮＰＯと企業等との交流会の実施回数 １回

※本項目の活動指標は、本仕様書における他の項目の活動指標とは重複してカウントできな

いものとする。

（８）若者・移住者・女性のＮＰＯ参画支援の横展開

若者・移住者・女性のＮＰＯ参画支援の取組について県内での横展開につなげる事業を行う。

国庫補助事業に係る業務で得た知識、経験、ノウハウ等を他の中間支援等と共有するための

講座等を開催する。

活動目標：講座等の実施回数 ２回

※本項目の活動指標は、本仕様書における他の項目の活動指標とは重複してカウントできな

いものとする。



第６ 委託業務の管理

１ 業務の進捗管理

(1) 成果目標

第５に定める業務に関して、委託業務実施計画書において成果目標を定め、その目標を達

成できるよう努めること。

(2) 四半期業務計画

３か月ごとの詳細な業務計画を初月10日までに県に提出し、変更があった場合は、その都

度、再提出すること。

(3) 業務報告及び情報公開

契約書に定める業務実施計画書等の提出のほか、毎月の運営業務の実施後、翌月10日まで

に、下記の事項を記載した前月分の月別業務報告書を県に提出し、その確認を受けるととも

に、県ホームページ「ふじのくにＮＰＯ」で公開すること。

ア 業務の進捗状況

イ 仕様書に基づき設定した成果目標の達成状況

ウ その他県が必要と認める事項

２ 支払い事務

支払い、経費については、「第７ 委託料・経費負担・備品の管理等」を参照のこと。

３ 帳簿の整備等

次に掲げる帳簿類を作成し、常備するものとする。

ア ふじのくにＮＰＯ活動支援センターの利用状況、運営業務の実施状況等を日ごとに記録し

た書類（業務日誌）

イ 経理簿

ウ 経費の支出や業務実施に係る証拠書類

エ その他県が必要と認めるもの

第７ 委託料・経費負担・備品の管理等

１ 委託料に含まれる経費等は、以下のとおりとする。

(1) ふじのくにＮＰＯ活動支援センターの運営業務に係る人件費（手当含む）

(2) 職員の旅費（研修・会議への参加を含む）

(3) 受託者及び利用者が使用する消耗品

(4) 電話、インターネット、郵便等の通信料（電話機リース料を含む）

(5) その他仕様書に定める業務の実施に必要な経費等（管理費含む）

２ ふじのくにＮＰＯ活動支援センターの運営業務に係る経費のうち以下のものについては、委

託料に含まないものとし、県が直接その費用を負担する。

(1) 県が所有する物品の修繕費

(2) 施設の設置場所の賃借に係る経費（共益費を含む）

(3) 来所者が直接利用する備品の購入

３ セミナー等の実施に当たって、実費の一部又は全部を受講者の負担として徴収できるものと

する。但し、その額については県と協議するものとし、委託料と明確な区分経理をすること。

４ 県は、委託業務を実施するために必要な県の備品を受託者に次のとおり無償で貸与する。



(1) 貸与を受けた備品について、善良な管理者の注意をもって管理するものとする。

(2) 貸与した備品の修繕は県が行うものとする。ただし、受託者の責めに帰すべき理由により、

修繕が必要となったときは、受託者が行うものとする。

(3) 委託期間が満了し、又は契約書の規定により契約を解除された場合には、県から貸与を受

けた備品を速やかに返還するものとする。

５ 仕様書に定める業務の実施に当たって、４で貸与された備品以外に、必要に応じてコピー機

及びスキャナの設置、無線ＬＡＮ環境の整備、交通用具の手配等を行うものとする。但し、こ

れらの購入費用は委託料に含めることはできない。

第８ 留意事項

１ 業務実施方法等

(1) 公的な業務を公的資金により行う責任を自覚して法令順守に努めること。

(2) 委託業務の趣旨を十分理解し、ふじのくにＮＰＯ活動支援センターの運営の公平性・透明

性を図るよう配慮すること。

(3) 委託業務の実施に当たり、ＮＰＯや市町等の意見聴取を行うとともに、ＮＰＯの活動実態

を把握し、業務の改善に努めること。また、ＮＰＯ等からの意見聴取の内容については、第

６の１(3)により、月別業務報告書に記載して提出すること。

(4) 本仕様書に定める業務について受託者が行っている他の業務と明確な区分経理を行うこと。

(5) 委託期間が満了し、又は契約書の規定により契約を解除された場合には、県の指示に従っ

て、新たな業務受託者に対し、業務が円滑に継続するために必要な引継ぎを行うこと。

(6) 障害者差別解消法の趣旨を踏まえ、講座等の運営において、配慮を求める意思が表明され

たときは、合理的配慮をすること。

(7) 消防法（昭和23年法律第186号）その他関係法令を遵守し、水の森ビル防災センターと連携

して必要な防災対策を講じること。また、防火担当責任者を選任したとき及び防災計画を作

成したときは、県及び水の森ビル防災センターに報告するとともに、防災計画の写しを提出

すること。

(8) 県、中部県民生活センター、東部県民生活センター及び水の森ビルと連携、調整の上、危

機管理にあたるものとする。

(9) 天災その他管理運営上の理由により、県と協議の上、ふじのくにＮＰＯ活動支援センター

を閉所することができる。なお、天災等により第４の業務の実施拠点が使用できなくなった

場合は、県と協議の上、業務の一部を電話やインターネットを利用する方法等により実施す

ることができるものとする。また、天災等不測の事態における連絡先を定め、委託業務実施

計画書の提出時に県に報告しておくこととする。

２ 組織体制等

(1) 委託業務を遂行するにあたり、十分な能力を持つ職員を確保すること。

(2) 職員の役割分担及び責任の所在を明確にした上で業務を実施すること。

(3) 職員が委託業務の遂行に専念できる体制を整えること。

(4) 定款、事務所の所在地、代表者等の変更を行ったときは、遅滞なく県に届け出ること。

３ その他

この仕様書に定めのない事項については、別途協議の上決定するものとする。





③

別図２ 沼津産業ビル
賃貸借部分

面積 表示

２階　平面図 815.99 ㎡

通路部分
Ａ 0.00 ㎡
Ｂ 0.00 ㎡
計 0.00 ㎡

合　　　計 815.99 ㎡

東部駐在所　4.5㎡
（ふじのくに東部ＮＰＯ活動支援センター）


